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〔
告

示
〕

〇
自
動
車
業
に
お
け
る
表
示
に
関
す
る
公
正

競
争
規
約
の
一
部
変
更
を
認
定
し
た
件

（
公
正
取
引
委
・
消
費
者
庁
二
）

〇
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
二
十
五
条

の
七
の
五
第
三
号
の
規
定
に
基
づ
く
卸
電

気
通
信
役
務
を
告
示
す
る
件

（
総
務
一
八
三
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
一
〇
四
）

〇
円
借
款
の
支
出
期
間
の
延
長
に
関
す
る
日

本
国
政
府
と
ケ
ニ
ア
共
和
国
政
府
と
の
間

の
口
上
書
の
交
換
に
関
す
る
件

（
外
務
一
七
七
）

〇
債
務
救
済
措
置
に
係
る
関
係
債
務
の
支
払

を
猶
予
す
る
期
間
の
延
長
に
関
す
る
日
本

国
政
府
と
タ
ン
ザ
ニ
ア
連
合
共
和
国
政
府

と
の
口
上
書
の
交
換
に
関
す
る
件

（
同
一
七
八
）

〇
債
務
救
済
措
置
に
係
る
関
係
債
務
の
支
払

を
猶
予
す
る
期
間
の
延
長
に
関
す
る
日
本

国
政
府
と
セ
ネ
ガ
ル
共
和
国
政
府
と
の
間

の
口
上
書
の
交
換
に
関
す
る
件

（
同
一
七
九
）

〇
労
働
安
全
衛
生
規
則
第
五
百
七
十
七
条
の

二
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大

臣
が
定
め
る
物
及
び
厚
生
労
働
大
臣
が
定

め
る
濃
度
の
基
準
（
厚
生
労
働
一
七
七
）

〇
土
地
区
画
整
理
事
業
の
関
係
図
書
を
縦
覧

に
供
す
る
件
（
国
土
交
通
三
九
七
）

〇
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
が
使
用
を
許
さ
れ
る
施

設
及
び
区
域
に
つ
い
て
、
一
部
返
還
及
び

追
加
提
供
が
決
定
さ
れ
た
件（
防
衛
九
一
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

人
事
院

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

労
働
安
全
衛
生
法
第
二
十
八
条
第
一
項
の
規

定
に
基
づ
く
技
術
上
の
指
針
に
関
す
る
公
示

（
厚
生
労
働
省
）

労
働
安
全
衛
生
法
第
五
十
七
条
の
三
第
三
項

の
規
定
に
基
づ
く
危
険
性
又
は
有
害
性
等
の

調
査
等
に
関
す
る
指
針
に
関
す
る
公
示（
同
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁金

融
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
保
証
金
取
戻

し
、
建
設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、
特
別

清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他


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